
参考 2-1 

【参考資料２】需要予測値、損益収支及び費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出の際の前提条件 

 
本資料は、需要予測値、損益収支及び費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算出の際の前提条件を整理したも

のである。 

 

（１）需要予測 

１）需要予測のフロー 

需要予測は、「沖縄本島（中南部都市圏および北部圏域）居住者の日常交通流動」と「県外から

の観光客の流動」の大きく２つに分けて行っている。 

平成 18 年に実施された「第３回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査データなど既存

データとあわせて、本調査において実施した「沖縄北部地域交通行動調査」、「交通機関の利用意

識に関する調査」、「沖縄県内旅行に関するアンケート調査」などのデータも活用しながら需要予

測を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 需要予測のフロー 
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２）需要予測の前提条件の整理 

平成 23年度調査、平成24年度調査との比較の観点から、人口分布やモデルパラメータ等、平

成 24度調査において用いた需要予測手法を踏襲して、需要予測を行う。将来予測年度は、平成

23 年度調査と同様に平成 42年（2030 年）とした。以下に主な前提条件を示す。 

 

表 需要予測の主な前提条件（平成25年度調査） 

項目 設定内容 

ゾーニング 

第 3 回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査（以下、ＰＴ調査）

のゾーンニング（Ｃゾーン）をベースとするが、鉄軌道系ルート周辺エ

リアを細分化 

人口フレーム 基本的にＰＴ調査のフレームを活用（鉄軌道整備にともなう影響なし） 

手段選択モデル 
トラムトレインについては、今回の検討では専用軌道区間が多いことか

ら、鉄道のモデルを適用（鉄道、トラムトレインともに同一モデル適用） 

鉄
軌
道
系 

ネットワーク 
糸満市役所～名護（＊基本ケース。なお、各ケースのルートは参考 2-3

図参照） 

運賃 モノレールと同等の運賃水準を想定（参考 2-4表参照） 

運行間隔 

10 分間隔を想定（モノレールと同等）。 

平均列車待ち時間は運行間隔の１／２の５分。 

＊部分単線化、単線区間の拡大、全線単線化ケースの場合、 

単線区間は20 分間隔を想定 

＊スマート・リニアメトロケースの場合、旭橋駅～宜野湾市役所北は 

７分間隔を想定 

速度 運転曲線に基づき設定 

バ
ス ネットワーク 

現状を基本とするが、県が目指す公共交通ネットワークのイメージを参

考にしつつ、今回の導入区間、現状バス路線のネットワークなどを鑑み

ながら設定 

運賃 現況と同等 

運行間隔 現況と同等 

速度 15km/h 

モ
ノ
レ
ー
ル 

ネットワーク 延長予定区間（首里駅～浦西駅（仮称））の整備を前提 

運賃 運賃改定後の運賃を採用（H24.01 時点） 

運行間隔 現況と同等（10分間隔） 

速度 現状と同等（約28km/h） 

道
路 

ネットワーク 
ＰＴ調査のフルネットワーク（小禄道路の開通、沖縄西海岸道路の開通

等）の整備を前提（参考 2-5図参照） 
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図 各ケースの概略ルート図 
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表 鉄軌道、バスの運賃設定（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊平成 24年 1月時点の沖縄都市モノレールの運賃水準を参考に設定 

31 ㎞以上は 3㎞ごとに 30円加算 

（例：～51km：680 円  ～99km：1,160 円） 

（主要区間の運賃の想定） 

区   間 距 離 運 賃 

糸満市役所～旭橋 10.37km 320円 

糸満市役所～宜野湾市役所北 24.12km 470円 

糸満市役所～名護 77.02km 980円 

旭橋～宜野湾市役所北 13.75km 350円 

旭橋～名護 66.65km 890円 

宜野湾市役所北～名護 52.90km 740円 
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図 将来の道路ネットワーク 

出典：第 3回沖縄本島中南部都市圏パーソントリップ調査 
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（２）損益収支 

１）整備･運営スキーム 

整備・運営スキームについて、事業主体は、平成 23年度調査、平成 24年度調査と同様に、新

たに設立した第三セクター企業による『上下一体方式』を想定した。また、資金調達について、

鉄道系の場合は、『都市鉄道等利便増進事業』を、路面系の場合は『ＬＲＴの整備等に対する総合

的な支援スキーム』を当てはめた場合を仮定した。 

 

表 整備・運営スキームの設定 

区分 交通システム 整備・運営スキーム 記事 

鉄道系 鉄道 
 

都市鉄道等利便増進事業（車両を

除く事業費について、国・地方で

2/3補助） 

社会資本整備事業特別会計空港整

備勘定（那覇空港敷地内について、

国で 10/10） 

地下高速鉄道整備事

業は、高架区間の適用

は困難であるため、都

市鉄道等利便増進事

業を基本（想定）スキ

ームとする。 

 トラムトレイン 
(専用区間) 

路面系 トラムトレイン 
(併用区間) 

社会資本整備総合交付金（走行路

面・ホームについて、国・地方で

10/10） 

地域公共交通確保維持改善事業

（車両その他について、国・地方

で 2/3補助） 

ＬＲＴ等の整備制度

を前提としているた

め、左記を基本（想定）

スキームとする。 

 ＬＲＴ 
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（参考）都市鉄道等利便増進事業 

従来の都市鉄道整備は、地下高速鉄道整備事業やニュータウン鉄道等整備事業等によって行わ

れてきた。平成17 年8 月、速達性の向上及び駅施設の利用円滑化を目的として『都市鉄道等利

便増進法』が施行され、現在、その制度を活用して相鉄・ＪＲ直通線や相鉄・東急直通線の整備

事業、阪神三宮駅の改良事業が進められている。 

 

・三大都市圏等において、都市鉄道の既存ストックを有効活用し、速達性の向上及び駅施設の

利用円滑化を対象とした新たな鉄道整備事業である。 
・本事業において、国と地方公共団体が総事業費の 1/3 ずつを補助し、残りの 1/3 を鉄道整

備主体（公的主体）が資金調達して施設の整備を行う。鉄道整備主体は、鉄道・運輸機構ま

たは第三セクターに限られる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 都市鉄道等利便増進事業のイメージ図 
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（参考）ＬＲＴの整備等に対する総合的な支援スキーム 

ＬＲＴの補助制度は、地方公共団体が整備する施設に対しては、社会資本整備総合交付金によ

り、軌道事業者が整備する施設に対しては、地域公共交通確保維持改善事業によりそれぞれ補助

される新たなスキームを適用するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ＬＲＴの整備等に対する総合的な支援スキーム 
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２）収支計算の手順と構成 

収支計算の全体構成は、下図に示すように『損益計算ブロック』と『資金繰り計算ブロック』

に大別される。損益計算ブロックは、運賃収入等の収入と人件費等の支出をそれぞれ計算し、収

支差（減価償却前損益）を求め、さらに減価償却後損益を求めるプロセスである。資金繰り計算

ブロックは、資本金等の収入と建設費等の支出をそれぞれ計算し、収支差（資金過不足）を求め

るプロセスである。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 収支計算の手順と構成 
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３）収支計算の評価の指標 

収支計算結果を判断する上でその指標となるのは、減価償却前・後損益と資金過不足である。

この指標の概略の算出方法と意味についてとりまとめると、以下のとおりである。 

 

表 収支計算の評価の指標 

分 類 損益計算ブロック（損益収支） 資金繰り計算ブロック（資金収支） 

目 的 毎年度の収益的収支の検討 長期的な資本的収支の検討 

評価指標と 

その算出法 

減価償却前損益（ａ）＝（旅客運賃収入

＋運輸雑収入＋預入金利子＋運営費補助

金＋その他収入）－（人件費＋経費＋建

設費利子＋租税公課＋一時借入金利子＋

その他支出） 

＊預入金利子は、前年度までの資金過不

足累計がプラスの時に、一時借入金は、

同マイナスの時に生じる。 

減価償却後損益（ｂ）＝（ａ）－減価償

却費 

資金過不足＝（出資金＋補助金＋借入金）

－（建設費＋設備更新費＋建設利息＋償

還金）＋減価償却前損益 

＊減価償却前損益は、計算年度の損益計

算ブロックのアウトプット 

評価指標の 

持つ意味 

・（ａ）がプラスであれば、通常経費がま

かなえる。マイナスになると、運営費

（人件費等）のための借入金が必要と

なり、経営の維持が困難と判断される。 

・（ｂ）がプラスであれば、施設の維持・

更新が期待でき、健全経営と考えられ

る。（ｂ）がマイナスになると、施設の

減価償却費が積立てできない。 

・単年度資金過不足のなくなる年度は、

その年度の減価償却前損益と償還金が

バランスする年度である。 

・累計資金過不足のなくなる年度は、経

営のための一時借入金の返済が終わる

年度である。 

 

４）収支計算の前提条件 

事業収支の計算に当たり、鉄道及びトラムトレインについての前提条件を次頁表に示す。なお、

平成 23年度調査、平成24年度調査との比較の観点から、金利や統計データ等の時点修正は行わ

ないものとする。 
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表 損益収支の前提条件（鉄道） 

項 目 細 目 前提条件 

事業手法 上下一体方式 

事業主体 第三セクター企業 

建設期間 2020 年度（平成 32年度）～2029年度（平成41年度）（10 年間） 

開業年度 2030 年度（平成 42年度） 

資金調達 

都市鉄道利便増進事業費補助のスキームを適用する。 

国庫補助 車両を除く事業費の1/3 

地方補助 車両を除く事業費の1/3 

自己資金 残額 

借入金 

（自己資金） 

自己負担分は、市中銀行から借り入れを行うものとする。金利は長期プライムレ

ートの10 年平均とする。 

借入先 市中銀行 

償還条件 元金均等償還 償還期間20 年（うち据置期間 5 年） 

借入金利 1.9％／年 

旅客運賃収入 
基本運賃 初乗り3km まで 220 円 ＊沖縄都市モノレール並 

運賃改定 なし 

運輸雑収 運輸雑収率 
旅客運賃収入に運輸雑収率を乗じて算出を行う。 

5.6％（旅客運賃収入比）＊沖縄都市モノレール並 

人件費 

運輸、工務、事務等の各要員数を算定し、人件費単価を乗じて算出を行う。 

運輸要員 0.058 人／千列車キロ ＊つくばエクスプレス並 

保守要員 2.3 人／営業キロ ＊つくばエクスプレス並 

本社要員 現業比：19.7％＊つくばエクスプレス並 

人件費単価 3,700 千円／人・年 ＊沖縄都市モノレール並 

人件費上昇率 0％／年 

経 費 

動力費、保存費、その他経費については、車両キロの原単位により算出を行う。 

経費原単位 174 円／車両キロ ＊つくばエクスプレス並 

経費上昇率 0％／年 

設備更新費 車 両 開業 30 年後 

減価償却費 

各設備の法定耐用年数から定額法により算出を行う。 

用 地 償却なし 

車 両 定額法 償却年数 13年 残存価格0％ 

土 木 定額法 償却年数 55年 残存価格0％ 

その他 定額法 償却年数 25年 残存価格0％ 

諸 税 

固定資産税、法人税（国税、県市民税）等について算出を行う。 

固定資産税等 
固定資産税1.4％・都市計画税0.0％ 

＊沖縄県中南部の都市トンネルは非課税とする。 

法人税等 国税 30％・県民税 5.8％・市民税 12.3％ 

短期借入 

資金ショートした場合、市中銀行から借り入れを行うものとする。金利は短期プ

ライムレートの10年平均とする。 

借入金利 1.5％／年 
＊原単位や税率、金利等については時点修正せず、平成 23年度調査、平成 24年度調査と同一とした。 

  



参考 2-12 

表 事業収支の前提条件（トラムトレイン（軌道区間）・ＬＲＴ） 

項 目 細 目 前提条件 

事業手法 上下一体方式 

事業主体 第三セクター企業 

建設期間 2020 年度（平成 32年度）～2029年度（平成41年度）（10 年間） 

開業年度 2030 年度（平成 42年度） 

資金調達 

LRT の整備等に対する総合的な支援スキームを適用する。 

車両・その他 地域公共交通確保維持改善事業 国・地方で 2/3 補助 

走行路面・ホーム 社会資本整備総合交付金 国・地方で 10/10 補助 

自己資金 残額 

借入金 

（自己資金） 

自己負担分は、市中銀行から借り入れを行うものとする。金利は長期プライムレー

トの10 年平均とする。 

借入先 市中銀行 

償還条件 元金均等償還 償還期間20 年（うち据置期間 5 年） 

借入金利 1.9％／年 

旅客運賃収入 
基本運賃 初乗り3km まで 220 円 ＊沖縄都市モノレール並 

運賃改定 なし 

運輸雑収 運輸雑収率 
旅客運賃収入に運輸雑収率を乗じて算出を行う。 

5.6％（旅客運賃収入比）＊沖縄都市モノレール並 

人件費 

運輸、工務、事務等の各要員数を算定し、人件費単価を乗じて算出を行う。 

運輸要員 0.084 人／千列車キロ ＊広島電鉄並 

保守要員 2.8 人／営業キロ ＊広島電鉄並 

本社要員 現業比：19.7％ ＊つくばエクスプレス並 

人件費単価 3,700 千円／人・年 ＊沖縄都市モノレール並 

人件費上昇率 0％／年 

経 費 

動力費、保存費、その他経費については、車両キロの原単位により算出を行う。 

経費原単位 135 円／車両キロ ＊広島電鉄並 

経費上昇率 0％／年 

設備更新費 車 両 開業 30 年後 

減価償却費 

各設備の法定耐用年数から定額法により算出を行う。 

用 地 償却なし 

車 両 定額法 償却年数 13年 残存価格0％ 

土 木 償却なし（インフラ部扱いで資産を保有しないため） 

その他 定額法 償却年数 20 年 残存価格 0％ 

諸 税 

固定資産税、法人税（国税、県市民税）等について算出を行う。 

固定資産税等 
固定資産税1.4％・都市計画税0.0％ 

＊沖縄県中南部の都市トンネルは非課税とする。 

法人税等 国税 30％・県民税 5.8％・市民税 12.3％ 

短期借入 

資金ショートした場合、市中銀行から借り入れを行うものとする。金利は短期プラ

イムレートの10年平均とする。 

借入金利 1.5％／年 
＊原単位や税率、金利等については時点修正せず、平成 23年度調査、平成 24年度調査と同一とした。 

 



参考 2-13 

 

（３）費用便益比（Ｂ／Ｃ） 

 
「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012年改訂版」（国土交通省 平成 24年 7月）にお

いて、費用便益分析の定義、費用便益比の算定式は以下の通りとされている。 

 

○ 費用便益分析 

費用便益分析は、事業実施によって発現する多種多様な効果のうち、貨幣換算の手法が比較的

確立されている効果を対象に便益を計測した上で、事業における建設投資額等の費用と比較する

ものであり、社会的な視点からの事業効率性を評価するものである。 

 

○ 費用便益比（B／C） 

費用便益比（ CBR : Cos t –Benefit Ratio ）は以下の式によって算出する。 

C
BCBR  

ここで、 

B : 総便益[円] 

C : 総費用[円] 

である。 

費用便益比は費用に対する便益の相対的な大きさを比で表すものであり、この数値が大きいほ

ど社会的に見て効率的な事業と評価することができる。 

資料：鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012改訂版（国土交通省 平成 24年 7月） 

 

なお、「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル2012改訂版」においては、鉄道プロジェクト

の評価に当たっては「事業による効果・影響の評価」、「採算性分析」、「費用便益分析」及び「事

業の実施環境の評価」の 4 つの視点から事業を総合的に評価する必要があるとされている。 
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２） 前提条件等 

 

① 基準年次、評価期間、社会的割引率等 

評価の基準年次は 2011（平成23）年度、評価期間は 50 年とし、社会的割引率は「鉄道プロジ

ェクトの評価手法マニュアル 2012改訂版」と同じ４％とする。また、開業年次以降の需要は一定

であるものと仮定し試算を行う。ここで、評価の基準年次を平成23年度としているが、これは、

本調査と平成 24年度調査のB/C を比較できるように、基準年次を同時点としたためである。 

 

② 便益の計測対象 

便益は、「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2012改訂版」に記載されている、計測すべ

き効果項目を基本に、利用者への効果・影響（所要時間短縮効果、費用節減効果）、供給者への効

果・影響（当該事業者収益）及び社会全体への効果・影響（道路交通混雑緩和効果、環境（CO2）

改善効果）を計測する。（次頁図参照） 

 

③ 費用 

費用は、費目ごと（建設・車両・用地）に、各年次別で設定する。また、開業後の維持改良・

再投資費用としては、車両更新を対象とし、法定耐用年数 13年として計上する。 

計算期末における残存価値は、建設償却資産および車両の残存価値を定額法で計上し、用地の

残存価値は用地費の全額を計上する。 
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（参考）費用便益分析の際に本調査で計測する効果 

費用便益分析の際に本調査で計測する効果（便益）は、マニュアルで評価すべき効果項目を基

本に、以下図に示した効果（網掛け部分）を計測対象とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）図 鉄軌道プロジェクト整備における評価項目体系 

 

利用者への効果・影響

社会全体への効果・影響

供給者への効果・影響

その他効果 存在効果

波及効果

※CO２のみ算出

◎：費用便益分析を行った項目

（◎）　所要時間短縮効果
代替交通手段と比較した場合の
所要時間の短縮効果

（◎）　費用縮減効果
代替交通手段と比較した場合の

移動費用の縮減効果

移動時間の定時性向上効果
バス･自動車等の道路利用交通

と比較した場合の定時性向上効
果

移動の快適性向上効果
主に自動車利用と比較した場合
の疲労度軽減、運転から解放さ

れることによる自由度の向上

（◎）　当該事業者収益 鉄道等事業者の収益

競合事業者収益 競合事業者の収益

自動車交通の削減による走行
時間短縮及び走行経費減少効
果

（◎）　道路交通混雑緩和効果

道路交通事故削減効果
自動車交通の削減による交通
事故減少効果

自動車交通の削減による環境

改善効果
（◎）　環境（NOx、CO2、騒音）改善効果

災害時の代替経路確保効果
異常気象時における道路通行
規制時の代替経路確保効果

オプション効果
いつでも利用できる安心感・期
待感

代位効果
誰でも利用できることで、送迎

等の心理的な負担を回避できる
ことによる満足感

イメージアップ効果
地域の知名度向上、地域住民

の誇らしさ、駅周辺のランドマー
クなどに対する満足感

地域連携効果
市街地や地域拠点と連絡され
たインフラが存在することによる

安心感や満足感

遺贈効果
後生に引き継ぐ資産ができるこ
とによる満足感

間接利用効果
鉄道等が運行している風景を見
ることによる満足感

経済効果
中心市街地の活性化、観光産

業の発展

土地利用促進効果
沿線土地利用の高度化、沿線
住民・企業の増加


